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要約：大学の人を育てる教育にとって、学生の多様化がもたらす深刻ともいえる問題は二つ存在する。一つ

は、やるべきことを先送りしたことで就職戦線に乗り遅れた学生の扱いであり、もう一つは現状レベルの

キャリア教育に満足してない学生への対応である。筆者はこれらの問題の本質的な解決の糸口を求めて、大

学での人材育成教育のあり方を研究してきた。本論では、本学の沿革や人材育成教育の実態を例えに、グ

ローバル化社会に対応し得る戦略的な人材育成教育—初年次教育及びキャリア教育—のあり方を論じ、その

実現に向けた取り組みを提示する。

1.緒言
この春で大学の “人を育てる教育” に携わって 4年

目を迎える。これまでの 3年間は、学生に理解して

もらえる授業を目指して試行の連続であった。

大部分の学生は大学を卒業し溌剌として社会に

巣立つが、一部の学生は同じ境遇にいながら社会へ

の旅立ちで躓く。だからといって、このような学生

に焦点を当て過ぎると多くの学生は満足しない。か

といって躓いた学生を放置することは許されない。

ここに、人を育てる難しさと重要性を見出すので

ある。

ところで、民間企業育ちの筆者には教員経験が

なかったことから、このような現実の問題に適切に

対処するために、人を育てる教育について本学に着

任以来授業と並行して研究してきた。これまで成果

の一部は、本学紀要 1,2)に中間報告してきたが、当

第 11巻では研究のまとめとして人を育てる教育の

“あり方及びその実現に向けた取組み” についてそ

の全貌を報告するものである。

2.人材育成教育の（仮）定義
本論の展開に先立ち、論点の混乱を防止するた

めに本学の人を育てる教育について、現状を考慮し

つつ筆者の解釈も交え「仮の定義」をする。本定義

は、今後の取組み（10.2項）のところで改めて行う。

尚、仮の定義に際しては、本学の学生便覧（2014

年度）／授業時間割表（H26年度）及び文部科学省

のホームページ（キャリア教育）を参考にした。

＜仮の定義＞

1. 人を育てる教育は、人材育成教育として本学

における人文・社会科学等科目の基礎科目（人

材育成）に位置付ける。

2. 人材育成教育は、初年次教育とキャリア教育か

ら成る。教育センター、就職センターの関係

については本定義において記述する。

3. 初年次教育とキャリア教育の内容については

以下のとおりとする。

（1）初年次教育は、高校までの受身の学びから大

学での自主的な学びへの転換を促す教育を意

味し、高校から大学への橋渡し役を担う。本

学では初年次教育としてスタディスキルズが

開講される。

（2）キャリア教育は、大学での学びから将来の社

会的、職業的な自立に向けた教育を展開する

ことを意味し、大学から社会への橋渡し役を

担う。本学では、キャリア教育として 2年次

のキャリアプラン基礎、3年次のキャリアプ
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ラン 1／キャリアプラン 2／インターンシッ

プ（一部 2年生も対象）が開講される。

以後、本論ではこの（仮）定義を用いて、人材育

成教育を初年次教育とキャリア教育という両面から

論じていく。その際、スタディスキルズをSS、キャリ

アプランをCP、インターンシップを ISと略称する。

3.人材育成教育の在り方に関わる研究
3.1 研究の背景と目的

本学に教育講師として着任したことをきっかけ

に、改めて大学の人材育教育成とは何か、を問うこ

とで現行の人材育成教育の改善・改革に資すること

を目的とする。

3.2 研究の内容

昨今のように、地球規模で急速な変化をしてい

る国際社会を鑑みるに、大学の人材育成教育のあり

方の研究もまた、世界の中の日本という視点から大

学の理念やビジョンの質を問う内容とする。

3.3 研究の方法

一般に教育問題の研究には個人の恣意性が入り易

いことから、本論では客観性を重視するために若干

回りくどい論法を取っている。以下に概要を示す。

先ず、本学の紀要に掲載されている人材育成教育

に関わる事例報告から本学の沿革・基本理念・人材

育成教育の変遷過程を一体的に把握する。次に、筆

者が実際に行っている授業の分析結果や学生の評価

結果を踏まえ、本学の基本理念を実現するための問

題点や課題を社会の動きと絡めて整理する。

さらには、本学の基本理念を生命のメカニズム

に照らして理解することで、本学の人材育成教育の

課題解決やそのあり方の改善・改革に向けた取組み

の客観性を高めようと試みるものである。

4.本学の設立経緯と特徴
本学の H26年度学生便覧や紀要等に掲載された

基本資料 3,4)を参照し、本学の沿革、基本理念、制

度の特徴、及び人材育成教育の変遷などについて以

下にまとめた。

4.1 本学の設立目的と沿革

本学は、大学工学部がなかった高知県の二次産業

を振興する目的で、1997年（平成 9年）に公設民営

の私学として開学した。開学以来 17年の歴史を持

つ本学の主要な沿革は以下の通りで、社会に開か

れた、そして社会に必要とされる大学を目指して

いる。

＜大学の沿革＞

• 1997年 4月…公設民営の私学（工学部）とし

て開学
• 1999年 4月…工学研究科設置

• 2002年………全学的な観点からカリキュラム

　　　　　　 の見直しと開学時の理念を検証、

　　　　　　新たな目標と基本理念を制定

• 2003年 4月…教育講師室 12名で発足

• 2008年 4月…マネジメント学部設置

• 2009年 4月…工学部を３学群に改編、同時に

　　　　　　 私学から公立大学法人へ移行

ところで、2009年に公設民営の私学から公立大

学法人へ移行した理由は、高知県の少子化に対応

した産業強化の側面もあったとはいえ、他大学の事

例も踏まえると地方私学特有の不利の是正策といっ

た要因も大きかったものと推測している。また、公

立大学法人として再出発するに際して、公益財団法

人・大学基準協会の大学基準の審査を受け適合して

いるとはいえ、基本理念の周知に関わるところや制

度面の一部で若干の改善を促す指摘 5)が見られる。

つまり、本学はまだ若い大学であるとの認識に

立って、今後も管理体制の改善・改革に取り組むこ

とが必要だと考える。

4.2 本学の基本理念

本学は、開学時に「来るべき社会に活躍できる人

材の育成」を基本理念（詳細省略）に掲げ、地域に

密着した大学を目指しスタートした。開学後 6年目

の 2002年に全学的なカリキュラムの見直しととも

に基本理念の検証と見直しを行い、以下の基本理念

を設定し現在に至っている。

＜目標＞

• 大学のあるべき姿を常に追求し、世界一流の
大学を目指す

＜基本理念＞

• 来るべき社会に活躍できる人材の育成
• 世界の未来に貢献できる研究成果の創出
• 地域社会との連携と貢献
ここに、「世界」と「地域」という相異なる概念

が併記されていることで、基本理念の理解を多少困

難にしている。詳細は後述する。

4.3 本学の制度面での特徴

本学の教育制度は、入学案内やホームページで

確認できるので詳細の記述はしないが、本学の制度

面の特徴をまとめ、表 1に示す。

これらの内容は、本学もまた昨今の学生の多様

化に対し積極的に対応していることを示すもので
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表 1.本学の教育制度の主な特徴
主な制度 構成・概要

1.学群制度 ・システム工学群、環境理工学群、情

　報学群、マネジメント学部

2.クォター制度 ・１年を４つの学期（４つのクォター）

　に分割。１クォターは約 8週間。

3. GPA制度 ・成績評価の数値化。

4.全科目選択制度 ・卒業研究も含めてすべての科目が選

　択科目。人材育成教育も他の専門科

　目と同様に選択科目であるが、推奨

　科目として扱う。

5.その他 ・放送大学科目履修制度、他学群・他

　学部専門科目履修制度

表 2.開学時の人材育成教育
対象 科目名 構成・概要

新入生 基礎論 ・初年次教育、専門系教員担当

・高校から大学への橋渡し教育

3年生 企業実習 ・キャリア教育、専門系教員担当

・企業実習に関わる教育指導

進路／就職 ・キャリア教育、専門系教員担当

ガイダンス ・進路・就職に関わる教育指導

※上記以外に 3.4年生を対象に就職指導あり

（専門系の教員対応）

あるが、一方では全科目選択制などはともすれば本

学の特色を薄めかねない危険性もある。この件は後

述する。

4.4 本学設立時の人材育成教育

開学当時の人材育成教育の構成を表 2に示す。

ここに、1年生向けの初年次教育「基礎論」は現

行の SSに相当するもので、開学時から少数のセミ

ナー形式で行われていた。また、3年生向けの「企

業研究」＆「進路ガイダンス」・「就職ガイダンス」

は、現行の ISやCPに相当するもので、開学当時は

学科単位で行われていた。

4.5 人材育成教育の変遷と現況

本学では、人材育成教育について、開学以来次の

二つの大きな改善・改革が行われた。

まず、開学 6年目の 2002年には各学科単位の多

種多様な授業形態を是正し、全学的な観点から 1年

生向けの初年次教育「基礎論」は SSに、また、3年

生向けのキャリア教育「企業研究」＆「進路ガイダ

ンス」・「就職ガイダンス」はそれぞれ IS、CP1、CP2

に改定された。

そして、開学 12年後の 2009年、公立大学法人化

に伴い大学の仕組みも変わり、新たに 2年生向けの

キャリア教育（CP基礎）が設定された。こうして、

人材育成教育は 1年次から 3年次まで途切れなく連

表 3.現在の人材育成教育の現況
対象 科目名 構成・概要

新入生 基礎論 ・初年次教育、内容は高校から大

　学への橋渡し。学群・系・学部単

　位で少数クラス編成。教員は教

　育講師が担当。

→ SSへ移行

　（2002年）

2年生 CP基礎 ・キャリア教育、内容は自己分析・

　社会生活・仕事等に関わる教育指

　導。学群・系・学部単位でクラス

　編成（H25年度から混成クラス

　試行）。教員は教育講師が担当。

→新設

　（2009年）

・講義の大半は就職支援部門から

　外部に委託。教育講師がアテン

　ド。

3年生 企業実習 ・キャリア教育、内容は企業実習、

　マナー講座など教育指導。学群

　／系／学部単位で実施。教員は

　専門系教員及び教育講師が担当、

　企業との窓口は就職支援部門が

　担当。

→ ISへ移行

　（2002年）

進路／就職 ・CP1：キャリア教育、内容はキャ

　リア形成に向けて自己分析や基

　礎学力を把握し、進路選択の意識

　醸成を目的とした教育指導。群

　／系／学部単位でクラス編成。

　教員は教育講師が主に担当。

ガイダンス

→ CPへ移行

　（2002年）

・講義の大半は就職支援部門から

　外部に委託。教育講師がアテン

　ド。

・CP2：キャリア教育、内容は企業

　研究（業種、職種）・履歴書の書

　き方／面接等に関わる教育指導。

　 CP1を補完。CP1と同じクラス

　編成。教育講師が主に担当。

※上記以外に 3.4年生を対象に就職指導あり

（専門系の教員と教育講師が対応）

続するようになり、現在に至る。現況は表 3に示す

通りである。課題については後述する。

4.6 人材育成教育と教育講師の役割

教育講師の役割は、2003年の教育講師室の開設

当時、初年次教育の担当のみであったが、やがて持

ち前の豊かな経験を生かしてキャリア教育の場にも

活躍の場を広げ、今や人材育成教育全般に関わって

いる 6)。

しかし、本学では開学以来、学生の就職支援は基

本的にその学生の卒業研究を指導する教員が対応

することになっている。これはこれでいいことだと

考えているが、キャリア教育においては前述（表 3

参照）したように、学内は勿論、授業の委託先まで

含め多くの人が関係し、管理責任体制に曖昧さをも

たらしていることも事実で、これらの改善は進んで

いない。

ところで、教育講師室開設以来 12年、公立大学
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法人化以来 6年経った現在、本学の創設期における

教育講師室の役割は目的を達したものと考えてい

る。その上、本来、初年次教育とキャリア教育の趣

旨は仮の定義で示したように異なるものであるこ

となど、本学の「学びの改革」を考えると、教育講

師室のあり方そのものが問われる段階に至っている

と考えられる。

5.初年次教育の現状と課題
5.1 筆者が担当する授業

筆者は、初年次教育として、SS（SS1及び SS2）

を担当している。今回の報告では 1学期に開講する

SS1を取り挙げるものとする。尚、SS2は SS1を所

定の時期に履修できなかった者に対して行う授業で

履修者も年に多くて数人いるかいないかの状態で

あることから今回は対象外とした。

5.2 筆者が実施する SS1授業の概要

筆者が行う SS1授業の全貌を以下に概観する。

（1）SS1授業の目的

人材育成教育の仮の定義のところで述べたよう

に、SSの目的は、それまでの受け身の学びから自

主的な学びへの切り替えを促すことである。した

がって、筆者は高校から大学への橋渡しとしての教

育指導であることを念頭に、大学の専門課程を学ぶ

ことの意義や意味を教えることに授業の主眼を置

いている。

（2）SS1授業の形態

3年前の着任当時、1クォーター（1Q）と 2クォー

ター（2Q）、それぞれ学生を入れ替えて、同じ内容

の授業を実施していた。しかし、1Q、2Q単独授業

では期間が短く学生が十分理解できないとの認識

に立って、H25年度以降は筆者が属するシステム工

学群において 1Q・2Q通しの授業を行っている。ク

ラス編成は少人数制（約 15人）である。

（3）筆者が行う SS1授業の内容

筆者が 1Qと 2Qを通して行った H25年度の SS1

授業の概要を表 4に示す。主要なレポートにはコメ

ントを朱書して返却することにしている。

尚、授業のテーマは、それぞれの担当の教育講師

がシラバスに適合する範囲内で独自に設定してい

る。筆者の SS1は、「夢の実現を構想する」ことで

自分と社会との関わりを考え、学生の自立意識を促

す授業である。

（4）筆者が行う 1Q・SS1の４つの工夫

一つ目に、1Qでは、お互いにクラス仲間の名前

と人柄を覚えさせるために、一クラス（15人前後）

をさらに 3～4人程度の少人数チームに分け、毎回

表 4.筆者の H25年度 SS1授業
1Qと 2Qを通しで行った授業の例

1Q ・テーマ：「社会を捉える」　全 8回授業

・内容：2Qに進むためのアプローチ。最初に自己

　紹介文を作成し、それを起点に、人生、社会、地

　域、世界、ものづくりへと論点を発展させる。こ

　のベースとなる考えは教材を学ぶことで得る。

・課題：大学周辺の観察を通じ地域と世界の繋が

　りという視点で地域の課題解決を考え 800字の

　レポートにまとめる。また、PPTを使い発表（3

　分以内）する。

2Q ・テーマ：「学生生活を構想する」　全 8回授業

・内容：1Qの授業の成果をもとに自分の夢（関心

　事）を設定しそれを深掘りし、なりたい自分・

　就きたい仕事を想定しそれを実現する学生生活

　を構想する。

・課題：学生生活を構想した内容を 1800字のレ

　ポートにまとめる。また、PPTを使い発表（4分

　以内）する。

15分程度、宿題や当日の課題をテーマにディスカッ

ションを実施している。チーム編成は毎回変え、リー

ダーは交代制としている。リーダーにはクラスの前

でディスカッションした内容を 2分で発表させ、責

任感の醸成や自発性を促すことを試みている。

二つ目は、最初の宿題としての自己紹介文の中

で書かせた夢を起点に自分の人生や社会について

考えさせる授業を展開する。ベースとなる教材は、

筆者が学生時代をはじめ古くから手にしたものを

選んだ。使用した教材については以下のとおりで

ある。

＜使用した教材の紹介＞

i）「教養部新入生へ」7)…著名な東洋史学者が語

る学問の世界の独特の新鮮さとは、「たえず

目先を変えて追及する新しさではなく、根気

よく研究をつづけ一尺前に進めばその一尺分

はこれまでのどの世界にもなかった新しさの

ことである」という趣旨のことを学生に実感

させ、学生に学ぶ意味を理解させ、学生に学

ぶ意欲を促す。高校から大学への学びの橋渡

しをする。

ii）「沈潜の心」8)…著名な思想家が語る「自己を

否定し人生を肯定する」という言葉の意味を

噛みしめ、学生の社会への関心を引き出し、

将来に向けた憧憬の心（夢）を育む。大学の

学びから社会貢献への橋渡しをする。

iii）「倭寇の本質と日本の南進」9)…著名な東洋史

学者は、「倭寇を物取り」だとする歴史認識に
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対し専門家の立場からどう反論したか、その

歴史認識を問うもの。人の意見を鵜呑みにす

るのではなく、社会人として見識あるエンジ

ニアとしての意見を持つことの重要性を理解

してもらう。

三つ目に、大学周辺を授業の一環で 40分ほど探

索させ、地域と世界との関わりを観察・調査させた。

とにかく何らかの形で地域と世界はつながっている

ことを発見させ、自分の夢や関心事を実現していく

には世界や地域と関わることの重要性を理解させ

ることにある。

四つ目に、レポートやPPTにまとめることで、シ

ステム思考を促した。尚、課題に取り組むことの面

白さを増幅させる目的で、グループ学習を勧めた。

（5）筆者が行う 2Q・SS1の４つの工夫

第一に、1Qで採用したディスカッション・タイム

は 2Qでも取り入れたが、人生や社会をより深く議

論するためにチーム編成は固定とし、リーダーは輪

番制とし、ディスカッションの骨子は 1Q同様に発

表させた。

第二に、2Qでは学生生活そのものを構想させた。

具体的には、1Qで得た夢の実現を最終目標としそ

こから現在まで逆戻りし、現在から夢の実現に向け

たステップを考えるものである。今後の学生生活で

どんな能力をどのタイミングで身につけていくか、

等について構想させ、アクションプランを練るもの

である。本学の制度等をよく知ることにも通じる。

第三に、学生生活を構想するに際し、その手段と

なるツール（技術）については事前に講義で説明し

たり、ワークシート（Ａ 3サイズ）に織り込むこと

で、学生一人でもステップを踏んで構想できるよう

に工夫した。ツールとしては、自分の夢と社会動向

とのマッチングを図る方法、開拓すべき能力を見つ

けるための特性要因図の使い方、および工程を設計

する上での留意事項などである。

第四に、こうしたステップを経て構想した学生生

活の姿をレポートや PPTにまとめることで、シス

テム的思考の醸成は勿論のこと、戦略性をも体得さ

せようと試みた。1Q同様、チームの気の合う仲間

との相談を許可しグループ研究を勧めた。

5.3 SS1に対する学生の授業評価

（1）授業の評価目的とその方法

大学が学生に対してクォーターごとに行うアン

ケート方式の授業評価の結果を利用することで、筆

者自身の授業の実態を明らかにし、今後の授業の改

善・改革に資することを目的とした。SS1ではクラ

スを単位として評価されているので教員一人ひと

表 5.筆者の SS1に対する学生の総合評価
H23年度 SS H24年度 SS H25年度 SS

1Q 2Q 1Q 2Q 1Q→ 2Q

av. 2.9 3.1 3.2 2.8 3.2　 3.4

max. 3.0 3.5 3.2 3.2 3.6　 3.5

min. 2.7 2.6 3.2 2.4 2.9　 3.3

・回答者数＝ H23年度：5クラス 67人のうち 67人

　回答／ H24年度：5クラス 65人のうち 64人回答

　／ H25年度：1Q／ 2Q通しの 3クラス 43人のう

ち 43人回答。　　　　　　　　　　　　　　　

表 6.筆者の SS1における各問いごとの評点

評価区分
H23年度 H24年度 H25年度

1QSS、2QSS 1QSS、2QSS 1QSS→ 2QSS

1.目標明確化 3.3/2.9 3.9/2.7 3.8/3.3　 3.6/3.6

2.教員努力 3.6/3.0 3.7/2.6 3.9/3.3　 3.6/3.5

3.自身努力 3.5/2.4 3.6/2.6 3.7/2.7　 3.6/2.9

4.自身達成 3.6/2.3 3.1/1.7 3.5/2.7　 3.4/3.1

5.将来役立つ 3.5/2.9 3.4/2.5 3.9/3/2　 3.7/3.3

6.科目が好き 3.4/2.0 3.2/2.3 3.3/2.3　 3.1/2.9

・回答者数＝ H23年度：5クラス 67人のうち 67人回答／ 　

H24年度：5クラス 65人のうち 64人回答／ 　

H25年度：1Q／ 2Q通しの 3クラス 43人のうち 43人回答。

りの評価として把握できる。

評価項目は、教員の姿勢（目標の明確化・達成努

力）、学生自身の受講態度（達成努力、達成度）及

び科目（SS1）への関心（役立つ、科目が好き）を

問う 3区分 6項目となっている。

尚、評価は点数化され、0.0～4.0の評点で示され

る。数値が大きいほど評価は高い。評点が示す実際

の意味は概略ではあるが、評点 2.5では評価する学

生の割合が 50％を切り、同 3.0では 60％～70％が

評価し、同 3.5では 80％近くが評価している状況

を示す。

（2）SS1授業に対する学生の評価

1.クラス単位の総合評点

筆者が行った SS1授業に対するクラス（一クラス

約 15人）単位の学生総合評点（全 6項目の問いに

対する評点の平均値）を表 5に示す。この表に示す

データは、創成期の教育講師が当時の学生から評価

されていた状況 10,11)と同等であり、筆者に対する評

価も特に悪くはない。課題については後述する。

2.クラス単位の各問いに対する評点

筆者が行ったSS1授業に対するそれぞれの問いご

との学生評点（最高値／最低値）を表 6に示す。

この表からは、全体的に良好な評価を得ている

と考えられるものの、学生自身が目標達成にあまり
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表 7.学生からの SS1に対するコメント
コメント

＜ H23年度＞ 18件のコメント有り

・ほとんどが肯定的なコメントであった。

　（課題は大変だったが、一回生の今やることに

　　価値あり／楽しかった／役に立つ／など）

・少数ながら否定的なコメントもあり。

　（字が汚い／自分の夢に手を出さないでほしい

　　／もっとわかりやすい説明を／など）

努力していない、あるいは、科目をあまり好きにな

れない、といったことが今後の課題として残る。

（3）SS1授業に対する学生からのコメント

学生からのコメントを表 7に示す。大部分は肯定

的であるが、中には「先生の意見をあまり押し付け

ないで」といったものもあり、この種の授業の難し

さを感じさせる一方、今後の授業に活かさなければ

ならないと考えている。

5.4 学生の SS1評価に対する考察

（1）現状の認識

授業評価の結果から、多くの学生はこの授業を

将来役に立つと考え、それなりにSS1の授業に取り

組んでいる姿が見えるにも関わらず、人生を構想す

る授業を今は好きになっている時間がないとの心情

が伺われる。ここに、学生の本音が表れている。

つまり、一年生にとって就活はまだ先だし、取り

敢えず目の前の新しい生活で忙しいことを理由に、

勉強や部活、アルバイトを優先させ、自分の人生、

将来を考えることを先送りしている様子が伺える。

その背景には、社会が豊かになり、社会の価値観

が多様化、若者のモラトリアム化が進む中、若者が

社会の動きに切迫感を感じていないことを挙げる

ことができる。そのことは、特に文章の書き方に現

れている。

例えば文章に段落をつけないで脈絡もないまま

兎に角自分の思いだけでダラダラと書いており、社

会の価値観が動く中で読み手に自分をよりよく理

解してもらおうとする姿勢が見えないことに象徴

される。このことは、教育講師室の創成期以来存在

し続けている課題ではないかと推察している。

（2）今後の授業への課題

現状では、学生の本音の部分で自発性を促す授

業を行っていると言い切るには未だ不十分なところ

もあって、まだまだ改善・改革の余地があると考え

ている。そのための改善・改革の方向性を探る意味

で、H25年度はいくつか工夫を試みたので、その結

果を表 8に示す。

表 8. H25年度授業の試行結果の評価
評価項目 試行結果に対する寸評 評価

1. 1Qと 2Qの連結 ・1Qで社会等に触れたので本題

　の 2Q授業「学生生活の構想」

　へ円滑に入れた。

○

2. 1Q教材採用 ・教材は難解なものであったが、

　ほとんどの学生は取り組んで

　きた。難しいものでも内容に

　深みを覚えると楽しい授業に

　成り得ることが分かった。

○

3.大学周辺探索 ・自分の周辺から世界とのつな

　がりをグループで探索するこ

　とは、次の休日に改めて探索

　をし直すほど魅力的だったこ

　とが分かった。フィールドワー

　クは学生の社会への関心を引

　き出す良いツールである。

○

4.ディスカッション・

タイム設定

・人の意見を聞き、リーダー／プ

　レゼンの責任を果たすことが、

　学生の意欲を引き出す。

○

5.授業のテーマ「学

生生活を構想する」

・自分の夢を実現することから

　逆算して自分の学生生活のあ

　り方を社会動向と絡めて戦略

　的に構想、企画・立案する授業

　は、学生の実態を見る上で有

　効であった。
○

・“何を、何時までに為す” という

　ことが学生の先送り体質を構

　造的に解消する有効な手段と

　なり得る。

この試行結果から筆者は、学生が比較的難しい

課題に対してもフィールドワークやグループ学習を

通じて自ら考える学習、つまり、学生が本音の部分

でこの科目を好きになるきっかけを与え得るとの感

触を持てた。実際、表 6（既出）に示す 1Q・2Q通

しの授業への取り組み評価の数値にもその科目へ

の関心を底上げしている状況が H25年度のデータ

で確認できる。

今後、この試行結果を参考に、先ず文章力を如何

に鍛えるか、学生の学びへの意欲を如何に早期に引

き出すか、その具体策を講じることが課題となる。

6.キャリア教育の現状と課題
6.1 筆者が関与するキャリア授業

筆者は、キャリア教育としてCP基礎／CP1／CP2

／ ISの授業（以下、キャリア授業）に関与してい

る。この中でSS1のようなオリジナル授業を行うの

はCP2のみであってその一部を分担する。これ以外

の CP基礎／ CP1／ CP2／ ISでは教育講師は全面

的に関わるといえども、実質的には専門業者が授業

の主要なところを行っており、基本理念の実現とい
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表 9. CP2に見る筆者の授業
実施時期とテーマ　（全 16回）

・テーマ：企業（あるいは公共組織）の価値を理解する

・授業内容：通期 16回授業の中で下記 4回の授業を分担

　 No2回　：「進路構想」

　 No5回　：「経営者の世界」

　 No6回：「経営指標の見方・企業選定手順」

　 No8回：「企業戦略立案、模擬体験」

・課題：宿題として関心のある企業を選んで、その企業戦

　略を企業の立場で模擬的に企画立案し提出

う面からは授業の発注やそのフォローにおいて課題

が残る。　

6.2 筆者が実施するキャリア授業

筆者が関わるキャリア教育授業の全貌を以下に概

観する。

（1）キャリア授業の目的

仮の定義で述べたように、将来の社会的、職業的

な自立に向けた教育の展開を行う授業である。大学

から社会への橋渡しの教育指導である。

（2）キャリア授業の形態

授業の形態は、学群・系・学部単位でクラスを編

成し、CP基礎、CP1及び IS授業の内容は全学対応

である。CP基礎、CP1では学内的には教育講師が

授業を担当するが、授業の大部分は専門業者に委託

しているのが現状である。課題については後述す

る。尚、CP基礎では全学混成のクラス編成を H25

年度以降試行している。また、CP2は学群・系・学部

単位でクラスを編成し、教育講師がクラスの事情に

即して業界・企業などについて授業を行っている。

（3）キャリア教育授業の内容

キャリア教育の中で教育講師がオリジナル授業を

行う唯一の科目が CP2である。このような状況の

中で、学生の社会的、職業的自立を促すことを目的

に筆者が特に組み込んだ CP2授業の全貌を表 9に

示す。

これまでの CP2では独自の授業を託されている

にもかかわらず業界や業種、面接等に関する知識の

解説にとどまっており、学生に長期的な視点での社

会的、職業的自立の意識を促すには社会動向に関わ

る要素が欠けていると感じていたからである。教育

講師のオリジナリティを活かせる CP2を利用して、

学生に社会動向に対する関心を喚起させたいがた

めの授業であった。

このような背景に鑑み、企業経験がない学生に対

しゴーイングコンサーンとしての企業が社会で存

在して行くために企業価値をどう付加しているか、

どんな努力をしているか、といったことを知らしめ

ることは重要であると考え、企画したものである。

それは正に自分の将来を考えることに通じる。

尚、この企業戦略立案を模擬体験する授業はH24

年度に試行的に行い、さらに内容を強化し、H25年

度から本格的な授業として取り入れたものである。

（4）筆者が実施した CP2授業の工夫

一つに、企業の経営情報をインターネットで情報

収集し、ワークシート上で自らが経営者の立場で企

業戦略を企画・立案・評価するという模擬体験をで

きるようにしたことである。

二つに、公務員志望の学生にとっても、このワー

クシートを活用した企業経営戦略の模擬体験を通

じて公務員の仕事のどこに付加価値創造過程を見

出すか、考えるきっかけを促すことにもなると考え

た上での企画である。

三つに、提出されたワークシートの完成度は不

十分ではあったが、ワークシートに筆者のコメント

を朱書して学生に返却したのも自立を意識させる

工夫の一つであった。

6.3 キャリア授業に対する学生の評価

（1）キャリア授業の評価目的とその方法

基本的に、キャリア教育の授業評価は、SS1の場

合と同じ目的であり、同じ評価方式を用いているこ

とから詳細の説明は省略する。

尚、キャリア教育授業の評価は、SS1のように少

人数クラスを対象にした評価ではなく、当該年次の

全学生（約 500人）が各科目（CP基礎、CP1、CP2、

IS）を評価する方式となっている。ただし、CP2は

学部・学群・系単位で評価する。

（2）キャリア授業に対する学生の評価

1.キャリア教育授業に対する評価

CP基礎、CP1、CP2、ISの授業に対する学生評価

を H25年度の結果を例に表 10にまとめた。キャリ

ア教育の授業では総合評点はいずれも高いが、CP

基礎、CP1、CP2の授業においては SS1と同じよう

に「この科目は好きになれない」とする学生がかな

り存在する。しかし、ISでは逆にこの科目を好き

だとする学生はかなり多い。この違いが気になる。

2.キャリア授業に対する学生のコメント

H25年度のキャリア授業に対する学生コメントを

まとめると、CP基礎が 44件、CP1が 20件、CP2が

2件であった。一方、ISでは H25年度のコメントは

なかったが、H23・H24年度合せて 5件あった。

キャリア授業の各科目に対するコメントの大部分

は、「就活準備ができた」、「実践的な内容は就活の

不安を解消してくれた」のように肯定的な意見が大
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表 10. CP等授業の学生評価
評価項目 H25年度授業に対する評価

1. CP基礎 ・H25年度の学年全体の評点は 3.2。

（2年生対象） ・「努力した」/「力がついた」/「役

　に立つ」に対し 3以上の評点。「好

　きになった」は評点 2.8。

3. CP1 ・H25年度の学年全体の評点は 3.2。

（3年生対象） ・「努力した」/「力がついた」/「役

　に立つ」に対しそれぞれ 3以上の

　評点。「好きになった」評点 2.8。

　 H23・H24年度のデータはなし。

4. IS ・H25年度なし。H24年度の学年全

　体の評点は 3.7。

（3年生対象） ・「努力した」/「力がついた」/「役

　に立つ」に対し 3以上の評点。「好

　きになった」は評点 3.6（H23年度

　も同程度の値）。

半を占めた。ISも数は少ないが同様に肯定的なコ

メントであった。

ただし、ISでは「マニュアルがなく自分で考えて

行動する場面が多く社会人になるにあたって一回り

成長できた」というコメントがあり注目した。これ

が ISを好きな科目にした要因とも考えられる。

しかし、肯定的なコメントが多い中で、現行の

キャリア授業に批判的ではあるが、一方では建設

的な一面も有するコメントもあり、これを表 11に

示す。

これらのコメントは少数意見といえども今後の

キャリア教育のあり方を検討していく上で重要な意

味を持つので、今後の課題としたい。

6.4 キャリア授業に対する評価の考察

（1）キャリア授業の現状

ここで、キャリア授業における学生の達成度を考

えてみると、以下に示すように、実際は学生が授業

評価でいうほど成果が上がったとは考えにくい。

＜授業に見る学生の観察事例＞

i）CP基礎（2年生対象）の成果を問う課題レポー

トで、自身の今後のアクションプランを書かせ

ているが、具体性を以て書ける学生は少ない。

ii）CP1＆CP2（3年生対象）では、企業研究の一

環で履歴書（自己紹介を含めた志望動機等を

書くという内容）を模擬的に書かせるが、学

生生活と絡めて脈絡のある履歴書を書ける学

生は少ない。

iii）CP2（3年生）の企業戦略模擬体験授業では学

生が企業にあまり関心を示さないことが改め

表 11.キャリア授業への少数コメント例
キャリア授業 H25年度コメント

1. CP基礎 ・この講義の必要性がいまいちわからな

　い（が、講演を聴くのはよかった）。

・前半（WS？）は必要ない（、後半の就

　職や院進学の話は非常にいい。ビジョ

　ンの決定に既に役に立っている）。

・内容が薄い。

2. CP1 ・余計な講義が多く毎週だらだらやって

　いたので、出席してもまじめにやって

　いる人は少なかった。

3. CP1 or CP2 ・キャリアプランは正直通期でやる授業

　か？むしろ不必要では？（CP1、CP2の

　区別はなし）。

4. IS ・H25年度はなし。H24年度に ISに関わ

　る授業情報を正しく伝えて欲しいとい

　う趣旨のコメント有り。

て浮き彫りになった。つまり、学生に企業情

報が不足していることが、企業で自分を活か

すための履歴書を書けなくしていると推定し

ている。

筆者は最初の頃はこのような教員と学生との意

識の乖離に戸惑ったものであるが、それでも、一部

の学生を除きほとんどの学生が仕事先を決め、社

会へ溌剌として巣立っていく姿を見ているうちに、

今では次の項で示すように割りと楽観的に学生を

見ており、学生の資質を信じることにしている。

（2）キャリア授業と学生の反応

そもそも多くの学生は、自分の将来や自分の進路

を、関心があろうがなろうが、大学に入ってから決

めればよいと考え先送りしてきた 12)。したがって、

キャリア授業にそれほど真剣に取り組めない。とこ

ろが、ほとんどの学生が経験する 3年次の ISでカ

ツを入れられる。というのは、学生のコメントにも

あったように「マニュアルがなく自分で考えて行動

する場面が多く、実習を通じて成長を実感した」と

いう趣旨のコメントに代表されるように、社会的自

立、職業的自立にやっと目覚めるのである。

この結果、学生は履歴書の作成や就職面談で苦

労しながらも社会的自立、職業的な自立に向けて就

職活動に邁進し、最終的には溌剌として社会に巣立

つことになる。一方、進路決定の先送りで準備不足

となった学生は別の道を歩むことになる 13)。

ここで重要なことは、現在の講義形式の CP授業

では、学生はその内容そのものを理解しえても科目

を好きになるほど十分満足していない可能性が高

く、進路意識を高揚させるには不十分であったと想
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定される。その点 ISでは実社会に半歩、あるいは

一歩踏み出すことになり社会からの刺激を受ける

ことで学生と社会人との間に横たわるギャップを乗

り越え、学生自身が成長を感じることになる。この

ことこそが学生の就職活動の頑張りにつながってい

ることに間違いはないと考えている。

したがって、現状の学生の意識では 3年生の前半

あたりまでは自分の進路決定に本腰が入らないが、

夏場の ISを経験し就活を開始する 3年生終盤には

学生の気持ちも逼迫してきて、活動も本格化する。

そこで兎に角頑張った学生は何とか就職戦線に間に

合い溌剌として社会に巣立つことができるものと

考えている。

（3）今後の授業への課題

このような仮説が正しいとすれば、学生の進路

設定に当たって、現在の CP（CP基礎＆ CP1）授業

の専門業者への委託の仕方には何よりも注意を払

わなければならない。そして、基本理念の実現に向

けキャリア授業全体の構成や内容を見直す必要があ

ると考える。

何も授業のアウトソーシングがすべて悪いとい

うわけではなく、委託の仕様書など契約面や委託授

業のフォローアップなど運営面での管理を適正に行

うことが必要なのである。

これ迄の検討結果から、現状の講義を主体にし

たキャリア授業では、あまり効果的ではないことが

分かる。SS1の大学周辺探索や ISの例に見るよう

にフィールドワークやグループ学習を取り入れ、学

生に早い段階で自立心を意識させる効果的なキャリ

ア授業を考えていく必要がある。グループ学習には

少し難しい課題を与えることも一つの手である。

7.人材育成教育の問題点と課題
7.1 現状認識の整理

これまでの大学の制度や授業の現状分析の結果

から、本学の人材育成教育に関わる問題点を大き

く二つに整理できる。一つには、やるべきことの先

送りで就職戦線に乗り遅れる学生の存在だったり、

現状レベルの授業に内容的にも水準的にも満足し

ていない学生の存在など学生自身にも関わる問題

を指摘する。二つには、基本理念の理解不足、曖昧

な体制、授業内容の不適合、といった大学全体に関

わる問題を指摘する。　

7.2 学生自身に関わる問題点とその課題

初年次教育（SS）の授業では、授業の企画から実

施、改善まで含めて一人の教員が行っているので授

業の管理上の問題点は少ない。しかし、キャリア教

表 12.評価方式の改善方向

区分 現状 今後

1. SS1 ・科目と教員がセットで

　個別評価が得られ責任

　の所在が明確…○

・さらにマイナス要因

　について追跡可能な

　アンケートとする

2. CP1、 ・科目と教員がセットで

　評価が得られず責任の

　所在が不明確…×

・責任の所在を明らか

　にする方向の問いを

　追加する

CP2、

IS

育が多くの課題を抱える状況は、結局のところ多く

の部門・人が関わっており、授業評価でもその実態

が十分把握しきれていないところに本質的な問題

が存在していると考えられる。

これを解消するために、もっと突っ込んだ実態把

握が必要となることは自明である。改善の考え方の

一例を表に示す。

実際の改善・改革に当たっては、一つの案として

現行の授業評価方式をベースとしながらも、教員が

授業の中で補足的なアンケート調査を併行して行

うことの制度化も効果的だと考える。

その上で、本学の基本理念の実現というビジョン

に沿って、高校から大学への橋渡し、大学から社会

への橋渡しとなるような人材育成教育の企画・開発

を進めていかなければならない。これまでの検討結

果では、フィールドワークを取り入れ少し難しい課

題を与える授業の展開も有効な手段だと考える。

7.3 背景となる制度上の問題点とその課題

制度上の問題点は根が深く次の三つの課題を有

すると考える。学生自身に関わる課題も制度上の課

題もそれぞれが有機的に関係し合うことから勿論

同時並行的な課題解決に向けた動きが必要となる。

（1）基本理念理解に関わる問題点とその課題

本学の基本理念が学内に十分理解が進んでいな

い可能性を指摘する。実際、学内で基本理念を耳に

することがほとんどない。というのも本学の基本理

念には、相矛盾する概念、つまり、「世界」と「地

域」を含んでいるからである。

ここに、「世界」を目指すということは、文明（科

学技術も含む）が世界の隅々へ広がり普及すること

に寄与することを意味しグローバル化の概念につ

ながる。「地域」社会への貢献はその地に根差した

文化を育むことを意味し、ローカル化の概念に通じ

るものである。

したがって、本学の基本理念の実現を目指すに

は、この矛盾した概念の弊害を取り除く仕組みが

必要となるのである。このように、基本理念そのも
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のの理解を困難にする要因が内在していることが

第一の問題であり、これを解消することが課題とな

る。尚、この問題は、大学全体の問題として、課題

の解決にはトップの意思決定を必要とする。

（2）大学運営の体制の問題点とその課題

本学では、公立大学法人化に際して指摘された

大学運営の管理体制や運営手順の曖昧さが潜在的

に内在している可能性も考えられる。

例えば、キャリア教育では、専門業者にかなりの

程度の授業を委託していることもあって、CP基礎、

CP1授業の年間プログラムの企画・計画に主導権が

取れていない現状は正に本学基本理念の浸透が不

十分であることを示唆し、管理体制や業務の手順に

曖昧を残すもととなっている。こういった問題は、

別の表現を用いれば、企画部門（企画室）の関与が

不十分であると考えられる。

このような大学として全体最適を図りにくい体

質になっていることが第二の問題点であり、本学の

基本理念を多くの人が理解し全体最適となり得る

組織づくりが課題である。

（3）人材育成教育の問題点とその課題

これまでの調査・検討から、第三の問題点として、

人材育成教育は初年次教育を偏重しているのでは

ないかという懸念を挙げる。

というのも、創刊間もない頃の本学紀要上で当

時の就職センター長の言葉や文献を引用し、「学生

の成長は 1年前期での成績に大きく依存すること

が経験的に知られており、入学時の導入教育が大き

な意義を持つ」という趣旨の発言が散見 1されるか

らである。いうまでもなくこのような発言には以下

に述べるような誤解があると考えている。

そもそも、一年生前期の学びは大学での学びの

スタート点として重要であると考えること自体に

特に異議があるわけではないが、必ずしも一年生の

前期の成績がその後の学生の成長に絶対的な影響

を与えることにはならないと考えている。

実際、引用された当時の就職センター長が発表し

た文献 14)を調べると、むしろ、学生の成長には学

ぶ意欲が重要であって成績の逆転もあり得るとの主

張が見て取れる。また、筆者自身も実際に 2014年

3月卒業の建築系の学生について、一年次から 4年

次までの間の成績をGPAで追跡し検証してみたが、

学生の成長は必ずしも一年生前期の成績に大きく

依存するようなことは見当たらない。四年生になっ

1学生の成長云々…：引用部分は、参考文献 6)の p.139、
参考文献 10)の p.206、および、参考文献 11)の p.225に示
す。

て卒業研究で花開く学生もいる。

このようなことから、本学の基本理念の実現を

目指すためには、初年次教育は勿論、キャリア教育

にももっと力を注ぐべきだと考える。併せて、キャ

リア教育のあり方に関する研究成果をもっと本学紀

要へ投稿を促す必要があると考える。

8.社会動向への対応
8.1 大学教育と社会動向

学生の多様化の背後には、少子高齢化、社会の価

値観の多様化、若者のモラトリアム化、大学の増加

などといった社会の動向が存在する。そして、その

学生の多様化現象が若者の意思決定の先送り現象

と直結していることを考えると、教育問題もまた、

社会の動きをどう捉え、それにどう対応するか、と

いった戦略的な視点が不可欠となる。

8.2 社会動向の把握とその意味

本学の基本理念においては、世界と地域が対比

される関係にあることから、社会の動向を文明と文

化という対比で考えて見る。

現在、地上に繁栄している文明は、18世紀後半

にヨーロッパで芽生えた産業革命が起源であって、

そのうねりは 19世紀から 20世紀にかけ地球を駆け

巡り、我が国にも西洋文明として 19世紀後半（幕

末）に到来、明治～大正を経て昭和の繁栄をもたら

した。この文明の繁栄は 21世紀にはアジアからア

フリカへとうねっていくものと考える。

しかし、文明とはそもそも古代から地球上に定

着した文化社会の上に経済的な交流を通じて発生・

成長し、台風のごとく世界に拡散している現象のこ

とで、文明の通過地点では一連の成長プロセス—成

長→成熟→後退—を辿りつつ 15)伝播していく。

ここで、注意を要するのは、文明の成長プロセス

は地域の運命を巻き込むことである。我が国では、

特に戦後は都市の文明と農村等の文化との戦いと

なっており、今や我が国の文化は文明に駆逐されよ

うとしている。そもそも都市文明は自然を開発し続

ける文明であり、農村文化は一度自然を開発しても

その後は自然と共生する文化であって、起源からし

て文明のパワーは文化のそれを上回るのである。

ここで重要なことは、今、我が国で話題に上る問

題点—地球環境の問題、領土／安全保障／歴史認識

など外交の問題、産業／交易／ TPPなど経済の問

題、原子力や自然エネルギー問題、人口問題、G20

など新たな世界秩序の形成など—に対し、単に経済

的な側面から捉えるだけではなく、世界にとってど

うか、地域にとってどうなのか、といった文明と文
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化の対比の視点で捉えることが必要になる。今後我

が国にとっても地域にとっても重要な概念となると

考える。

8.3 社会動向とこれからの人材像

上述したような世界の動きの中で、本学の教育

理念を実現する意味は、21世紀に入って自然重視

の方向に傾きつつある社会動向を追い風に、自然の

開発を一辺倒とする文明のあり方から、自然と共

生し得る科学技術の開発を積極的に担える多くの

人材を、世界と地域のために輩出することである。

つまり、戦略的な思考・行動ができる多くの人材を

世に送り出し、この動きに弾みをつけていくことだ

と解釈できる。

尚、工学系の人材だからといって、技術オンリー

であっていいわけはなく、例えば、あの H25年 5月

の J-PARCでの原子力事故の際に見られたアラーム

を初期化して仕事を続けるようなエンジニアだけ

は志向してはならないのである。

ここに、工学系の学生でも社会の動きや見識を学

ぶための教養科目—もちろん初年次教育（SS）や

キャリア教育 (CP)も含む—を学び適正な倫理観を

もって世界に、地域に活躍しなければならないので

ある。

9.大学の人材育成教育のあり方
9.1 人材育成教育の 21世紀のあり方

これまで本学の人材育成教育のあり方を巡って研

究してきたが、必然的に大学そのもののあり方にも

触れざるを得なくなった。つまり、人材育成教育の

問題点や課題は、本学の大学としてのあり方に左右

されるからである。本学が取るべき今後の方向性に

ついてその考え方を以下に述べる。

例えば、今、学生が 4年間の学びの後に、フロー

エネルギーなど自然エネルギーの活用技術の開発の

仕事—自然と共生し得る文明に向けた転換技術の

開発—に就きたいと考えた場合のことを想定する。

その学生はおそらく、希望する仕事に就けるチャ

ンスの多さを考えると大学のお膝もとの「香美」を

離れて「都会」に出て行こうと考えるのは自然の成

り行きである 16)。こうした人材が一方的に流出す

る傾向は、「香美」の過疎化に通じ、大学の存立基

盤を危うくすることを容易に想像できる。

結局、このことは、本学の基本理念と地域の過疎

化とは決して無縁であってはならないことを示す。

この意味で、本学の基本理念の実現は、「香美」の

活性化なしには成立し得ないと考えている。世界に

向けた人材の育成だけではなく、同時並行的に地域

の問題や課題を解決していける人材育成を目指す

ことが必要である。

つまり、21世紀に本学が「香美」の地に輝き続け

る条件は、「香美」の地に文明と文化を両立させ、

それを支えることのできる広い視野の人材を輩出

する大学であれということに尽きるのである。

9.2 本学が 21世紀に役割を果たす条件

筆者は、本学が 21世紀に役割を果たす条件とし

て、本学の基本理念に内在する相矛盾する概念を解

消する手立てが必要だと考えている。それを実現し

得るのは自然の法則 17,18)に抗して存在する生命の

仕組み 19)をおいて他にないと考える。

以下に、生きている社会の仕組みを説明する。人

間社会の経済活動は、人間個体の生命の仕組みと同

じ原理の下で作用する社会現象である 20)。つまり、

社会は生きるものであることから、社会は、「外界

からエネルギーや物質・情報などを内部に取り入

れ、それらを加工・処理し生きるためのパワーを生

み出し、その結果不要になったものは外界に廃棄す

る」といった動的平衡を形成すると考えられる。

ここに、得られたパワーは外部に仕事を為し得

るヘルムホルツの自由エネルギー 2に相当する。自

由エネルギーを Aとすれば、一般に A = U − S Tで

示される。ただし、Uは社会に取り入れられたエネ

ルギー（内部エネルギー）を示し、S Tは生命活動

の結果不要になった（Aとして活用し得ない）エネ

ルギーで外部に廃棄される。

ところで、自然の法則（エントロピーの増大則）

に従えば人間社会の生命としての動的平衡は時間

とともに崩壊に向かうはずであるが、いつまでも社

会が機能を維持できているのは人間の絆（筆者はこ

れを心の DNAと称す）という求心力で人を結び付

け、生命という秩序（動的平衡）を維持し、内部で

は常に新陳代謝を繰り返しているからである。

つまり、大学の存在そのものは、グローバルに仕

事をしながら、地域という土地と密着し、ローカル

化せざるを得ないのである。

9.3 本学における生きる原理の応用

ここに、本学の基本理念の矛盾を解消する生命

のメカニズムを図 1のように示すことができる。

この図の云わんとすることは、大学の情報力を

媒介とした知的活動によって二つの効果が期待され

2自由エネルギー（A = U −S T）：参考文献 18)の pp. 92–
93及び 19)の pp. 73–75参照。参考文献 19)では、自由エネ
ルギーの熱力学的な意味だけではなく、社会的な意味に
触れているので注目した。
ただし、A（自由エネルギー）は何もしなければ最小

値に向かう性質があることに留意しなければならない。
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図 1.大学の機能断面図（人材の還流）

ることである。

一つには、大学に吸収された情報量（U に相当）

のうち重要な情報部分（インテリジェンス）は、ワー

ルドワイド（グローバル）に活躍できる人材の輩出

や世界に役立つ研究業績の創出の原資（Aに相当）

となるもので外部に仕事を成すパワーとして活用さ

れる。二つには、大学に吸収された情報からパワー

（インテリジェンス）を除いた残りの情報量は、大

学としてはあまり価値のある情報ではなく、仕組み

として「香美」という地域に廃棄すべきもの（S T

に相当）となる。

翻って考えるに、「香美」地域にとって大学が廃

棄する情報は十分使える価値ある情報である。し

たがって、大学と地域の連携活動を通じて大学から

「香美」への情報移転が進めば「香美」は他地域に

対し文化面・産業面での情報力で優位性を持ち、「香

美」の雇用の創出、「香美」地域の持続的な活性化

へと結びついていく可能性を秘める。この「香美」

の持続的活性化は、情報を介した人材の還流「大

学→外部にグローバルに拡散→地域へ流入（U＆ I

ターン）→大学で吸収」を引き起こす原動力となり

得るもので、このことこそが世界と地域の矛盾概念

を解消すると考える。

ここに、世界や地域に貢献するという理念・ビ

ジョン（絆相当）の共有で教職員が結びつくために

は、教員一人ひとりのオリジナリティを損なうこと

なく本学の基本理念を共有する仕組みが必要とな

るのである。その仕組みは、自然の法則に抗するこ

とになるから、ビジョンの形成、絆の形成は大きな

努力、つまり政策と支出を必要とするのである。こ

の先は本論の趣旨を越えるのでここまでとする。

10.今後の取組みへの展望
10.1 今後の取り組みに関わる基本的な考え方

これまで、本学が抱える教育上の問題点や課題

について、人材育成教育を推進する側の立場から主

として検討してきた。ここに、今後これらの解決に

取り組む基本的な考え方を以下に示す。

先ず、21世紀に向けた先駆的な大学であること

が大切であり、これを実現するために教育の現場で

抱える問題点や課題を現象面から対策するだけで

はなく構造的な面からの解決を図ることとする。

次に、大学教育の質向上という視点からは、現状

の人材育成教育をレビューし、早い時点で学生の意

思で社会的自立、職業的自立を行えるようにするた

めにキャリア授業において長期的視点に立つ教育部

分とマナー教育や就職活動に直結した短期的就職

支援とに分離する必要がある。

さらには、運用次第では本学の特色を薄めてし

まう可能性がある全科目選択制、学群制、推進入

試制度などではそうならないための歯止めも必要

である。例えば、意欲的に卒業研究を選択していけ

る気風の醸成、学生の進路選択を適切に後押しで

きる闊達な初年次教育／キャリア教育体制の構築、

アドミッションポリシーの厳格な運用が避けて通れ

ない。

10.2 人材育成教育の定義

本論では、仮の定義を行って研究を進めてきた

が、ここで改めて、教育の質を上げるために人材育

成教育の定義を行う。主たる変更は、教育センター

と就職センターの役割の部分であって、次の通り設

定する。

＜定義＞

2.人材育成教育は、初年次教育とキャリア教育から

成り、ここに、初年次教育とキャリア教育（CP&IS）

は教育センターマターとし、現キャリア教育の求人

案内／マナー講座／履歴書／面接等指導などは就

職センターマター（就職支援部門担当）とする。た

だし、両センター間の意思疎通を図る仕組みを必要

とする。

定義の改定に伴って、人材育成教育の質を上げる

ための工夫の一例を以下に示す。

まず、初年次教育では、専門課程を学ぶ心構えを

醸成することを目的に、現状のスタディスキルズ

に科学史、現代史、文化／文明論、ものづくり哲学

など一般教養科目を加え、専門課程への登竜門と

する。

次に、キャリア教育では、学んだ専門知識・技術

を世にどう生かすか、あるいは、職業的自立、社会
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表 13.課題解消に向けた取り組み手順（例）

的自立をどうすべきか、を考えることを目的に、仕

事の研究（社会学、社会動向、企業論、経営論、財

務論、戦略論含む）を新設し、加えて現状の ISと

CPを統合し少し難しい課題を与えながらフィール

ドワークを中心にした研究型の企業研究（企業比

較、選定）を提案する。その場合、グループ学習の

成果発表を取り入れることも一つの手である。

尚、現行のキャリア教育のうち就職支援に関わる

マナー教育、面接指導、書類添削などは就職セン

ター（就職支援部門）マターに分離移管する。

10.3 取り組み方針とその手順

人材育成教育の問題点や課題が生じている背景

を加味し、取り組み方針を適正に設定する必要があ

る。ここでは戦略性を重視する立場から、改善・改

革の目標を明確に定め、取り組む期間を限定し、プ

ロジェクト体制を組んで推進することを推奨する。

プロジェクトの開始と終了はトップの宣言によって

行う。プロジェクトによる人材育成システムの見直

し取り組み手順（例）を表 13に示す。

表 13の手順において、重要なことはあくまでも

部分最適ではなく全体最適を目指す取り組みとす

べきである。また、幸い本学の中期計画の切り替え

時期に当たるのでこのチャンスを大いに活用するこ

とが望ましい。

10.4 プロジェクトのアクションアイテム

これまで見てきた本学が抱える課題を整理し、こ

れを解消していくには、世界のグローバル化に対

応した取り組みの戦略的アクションアイテム（案）

を以下に示す。

＜プロジェクトのアクションアイテム（案）＞

（1）全学での取り組み

• 大学の基本理念、ビジョン確認
• 大学を取り囲む社会動向の質的変化把握
• 大学のあり方検討（組織・財務の適正化含む）

• 基本理念と専門教育・人材育成教育との関係
性強化

（2）人材育成教育の見直し、再構築

• 初年次教育とキャリア教育との関係性検証
• 人材育成教育と専門教育との関係性検証
• 人材育成教育の理念・ビジョン設定

→ 現行・人材育成教育の見直し

→ 新・人材育成教育の構想と企画・立案（組

織、財務）

→ 新・人材育成教育から就職支援業務を分

離、再編

→ 新・キャリア教育の責任体制構築、業務

の手順化

→ 授業委託に関する方針設定、契約手順等

整備

→ 就職支援の責任体制構築、業務の手順化

→ 就職ハンドブックの改定

（3）全体の検証（全体最適化）

• アクションア項目と基本理念との整合性検証
• 大学全体の職務分掌、業務手順の明確化
• 地域との関わり検証
• 地域と世界との繋がり検証

11.おわりに
これまで 3回にわたった本学紀要への投稿も、今

回を以て人材育成教育に関するあり方を論ずるこ

とができたことで筆者の所期の目的は達した。

しかし、大学を取り巻く環境は激しく変動してお

り、一度人材育成教育のあり方を論じたからといっ

て、それで十分とはならない。常に見直していかな

いと世の中の変化に遅れを取ってしまう。

現在の教育環境—グローバルな課題が山積みし

ている状況—を鑑みるに大学の人材育成教育は未

来志向で取り組むことの重要性が増してきている。

本学の基本理念は地域に根ざし、そこからグローバ

ルな課題に未来志向の考え方で取り組んでこそ価

値がある。ただし、ここに示したことは、あくまで

も一つの考え方であって、唯一絶対ではない。　

大学としての今後の取組みに期待したいと考え

ている。
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Abstract: For the human resource education in our university, there are two serious problems on the surface. One is the

treatment of the students who are missed to ride a battle front to get job, the other is the response to the students who

aren’t satisfied with current programs of our human resource educations. So the author has been studying on how the

human resource education should be taught in the university with surveying our history, our basic policy, the change of

our human resource education, and also the trend of our recent society. In this report, the author will propose the essential

prescriptions of improving the current our human resource education.
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